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第１章．学校施設の個別施設計画の背景・目的 

 

 

学校教育においては、直接子どもたちを指導する教師が重要な役割を果たすことは明

らかですが、学校施設も単に教育の場を提供するのみではなく、児童生徒の成長・発達

そのものに深くかかわっており、豊かな人間性を育む環境としての大切な役割を持ちま

す。 

 

教育を効果的に実現させるための場としての校舎や校庭の在り方については、これま

でも様々な検討が加えられてきました。しかし、情報化時代の到来とともに、児童生徒

の個性の伸長や創造性の育成等を重視した多様な教育の必要性が問われる時代を迎え、

それらに柔軟に対応する施設の在り方について改めて検討することが必要になりまし

た。 

 

また、学校施設を教育の場としてだけではなく、生活を含む教育環境としてとらえ、

学習意欲を引き出したり、自発的な学習を促進したり、児童生徒の発達段階に応じた心

身の豊かな成長を促すような学校施設の役割が大切となってきており、施設環境の教育

的影響が積極的に発揮されるような計画が必要となります。 

 

さらに、学校は地域との関係を重視する必要があり、教育が単に学校の枠内だけで行

われるのではなく地域の教育力を生かすこと、また地域の人々が学校を生涯学習の場と

して活用することも大切なことです。そのようなことから、それぞれの地域の特色を踏

まえ、学校が地域との連携の下に様々な教育活動の場となることも期待されています。 

 

公共施設の老朽化に伴って今後の改築・改修にこれまで以上の経費がかかるため、す

べての公共施設をこれまでと同様に維持することは困難であり、持続可能な自治体経営

を行いつつ、町民が安全・快適に公共施設を利用できるよう適切に維持・更新するため

には、トータルコストの縮減や予算の平準化を図る必要があります。 

 

学校施設は、町全体の公共施設に占める延床面積の割合が大きいため、教育環境の充

実や延床面積の維持が施設総量の抑制に大きな影響を及ぼします。そのため、教育環境

の充実を図りながら延床面積の維持抑制に取り組むとともに、町全体の公共施設総量を

意識した整備を図る必要があります。 

 

  

１-１．背景 
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 また、政府は平成２５年１１月に「インフラ長寿命化基本計画」を策定し、国民の安

全・安心を確保し、中長期的な維持管理・更新等に係るトータルコストの縮減や予算の

平準化を図る方向性が打ち出されました。 

 

 それに基づき、文部科学省は学校施設や社会教育施設等において維持管理・更新など

のメンテナンスサイクルを構築し、それを着実に推進するための中期的な取り組みの方

向性を明らかにするため、平成２７年３月に「文部科学省インフラ長寿命化計画（行動

計画）」を策定しました。 

 

 中富良野町においては、平成２９年２月に「中富良野町公共施設等総合管理計画」を

策定し、「なかふらのまちづくり総合計画」を基本として、町が所有する公共施設の状

況を把握し、財政状況や人口の動向などを踏まえたうえで、維持管理・更新・統廃合・

長寿命化などを計画的に行うための基本的な指針を示しています。 

 

 地方公共団体の財政状況が依然として厳しい中、公共施設の更新時期を迎えることも

あり、施設の安全性を確保し機能向上を図っていくためには、その核となる個別施設長

寿命化計画を策定し、財政負担の平準化に寄与する長寿命化の導入を検討していく必要

があります。 

 

 

 

 上記の背景を踏まえて、「中富良野町学校施設個別施設計画」を計画的に推進するた

め、中長期的な財政計画に基づく財源の確保が欠かせません。 

 

 整備にあたり、維持管理経費の縮減や高効率設備の導入、施設整備コストの抑制など

に努めてトータルコストの縮減・予算の平準化を実現しつつ、児童生徒が安全・安心に

学校生活を送れ、また、将来の人口動向（人口構成の変化など）の変動に伴う需要の変

化にも対応できるよう、具体的な方針・計画を示すことを目的として策定します。 

 

  

１-２．目的 
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 「中富良野町学校施設個別施設計画」は、まちづくり計画などとの整合を図るととも

に、文部科学省が推奨する学校施設の老朽化対策としての「学校施設長寿命化改修」を

中富良野町で推進します。 
 

 
 
 
 

予防保全による既存施設の計画的な整備を推進していくための指針とするため、方針

の策定を令和３年度から令和１２年度までの１０年間とします。 

 

 
 
対象とする学校施設は、下表の小学校４校、中学校１校とします。また、旧小学校２校

についても今後の活用方針を検討します。 
種別 学校名 構造 保有延床面積

中富良野小学校 校舎：ＲＣ　講堂：ＲＣ 校舎：3,779㎡　講堂：  932㎡

旭中小学校 校舎：ＲＣ　講堂： Ｓ 校舎：1,593㎡　講堂：  775㎡

宇文小学校 校舎：ＲＣ　講堂： Ｓ 校舎：1,459㎡　講堂：  752㎡

西中小学校 校舎：ＲＣ　講堂： Ｓ 校舎：1,470㎡　講堂：  628㎡

中学校 中富良野中学校 校舎：ＲＣ　講堂：ＲＣ 校舎：4,808㎡　講堂：1,399㎡

旧南中小学校 校舎：ＲＣ　講堂：ＲＣ 校舎：  875㎡　講堂：  608㎡

旧本幸小学校 校舎：ＲＣ　講堂：ＲＣ 校舎：  533㎡　講堂：  286㎡

小学校

旧学校

 

行動計画に基づき策定 　個別施設計画を核とした

メンテナンスサイクルの実施

基本計画に基づき策定

町

中富良野町公共施設等総合管理計画
平成29年2月策定

国

インフラ長寿命化基本計画
平成25年11月策定

町

第６期なかふらのまちづくり総合計画
令和3年3月策定予定

町

中富良野町学校施設個別施設計画
令和2年12月策定

基
準
類
の
整
備

情
報
基
盤
の
整
備
と
活
用

修繕・更新

点検・診断

取組の

推進

１-３．計画の位置付け 

１-４．計画期間 

１-５．対象施設 
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第２章．学校施設の目指すべき姿 

 

 

（１）子どもたちの学習及び生活の場 

学校施設は、子どもたちの学習の場であると共に、子どもたちが一日の大半を

過ごす重要な生活の場です。良好な環境条件を確保するとともに、教育環境の変

化に応じた対応に努めます。 

① 快適性 
・学習能率の向上に資する快適な学習環境 

・児童生徒の学校への愛着や思い出に繋がり、又、地域の人々が誇りや愛着を持てる学校 

・教職員等の事務負担軽減等のための校務の情報化に必要なＩＣＴ環境 

② 学習活動への適応性 
・子どもたちの自発的な学習や読書活動を促すための環境 

・食育のための空間 

・教科等に対する興味関心を引き、自ら学ぶ主体的な行動を促し、社会性を身に付けられる

空間 

・習熟度別指導や少人数指導等の、きめ細かい個に応じた指導を行うための空間 

・調べ学習や習熟度別学習、チームティーチング等の多様な学習集団 

・学習形態を展開するための空間 

・各教科等の授業の中での調べ学習や協働学習、観察、実験のまとめや児童生徒の成果発表

等に活用して学習効果を高めるためのＩＣＴ環境 

・地球環境問題への関心を高めるエコスクール 

・各教科等の授業を充実させ、発表、討論等の教育活動を行うための環境や空間 

・充実した観察、実験、運動ができる環境 

・伝統や文化に関する教育を行うための環境 

・外国語活動等におけるジェスチャーゲーム等の体を動かす活動や、ペアやグループでの活

動等、児童生徒が積極的にコミュニケーションを図ることができるような空間 

・充実したキャリア教育、進路指導を行える環境 

・地域に開かれ、生涯学習の拠点となる学校施設 

・バリアフリーに配慮した環境 

・特別な支援を必要とする児童生徒に配慮した学校施設 

   

  

２-１．学校施設の役割 
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（２）防災施設 

学校施設は、災害時には避難所として利用される地域の防災拠点としての役割

を担っています。避難所としての耐久性や必要な設備を確保し、地域住民が安全

に避難できるように、防災機能の強化に努めます。 

      

（３）地域コミュニティ 

学校施設は、地域住民の生涯学習、文化、スポーツなど、地域に根ざした諸活

動の場としても活用されています。地域社会や家庭、学校が連携協力することの

重要性を考慮し、子どもたちの安全確保にも十分配慮ながら地域のコミュニティ

の拠点としての学校施設の充実に努めます。
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(令和 2年 8月現在)

通常学級
在籍者数

特別支援
在籍者数

通常学級 特別支援

中富良野小 中富良野町北町8番8号 4,711 昭和52 176 19 6 4

旭中小 中富良野町字中富良野東9線北12号 2,368 昭和59 27 0 4 0

宇文小 中富良野町字中富良野東4線北7号 2,211 昭和60 7 4 3 2

西中小 中富良野町字中富良野東1線北18号 2,098 昭和56 17 6 3 3

計 11,388 227 29 16 9

中富良野中 中富良野町南町9番19号 6,207 昭和54 134 8 6 4

計 6,207 134 8 6 4

17,595 361 37 22 13

児童生徒数(人) 学級数(学級)

小
学
校

中
学
校

小中学校計

名称 住所
延床
面積
(㎡)

建築
年度

 

第３章．学校施設の実態 

 

 
（１）対象施設一覧 

中富良野町には前述の通り、小学校４校、中学校１校の合計５校の学校施設

があります。小学校全体の延床面積は11,388㎡、中学校は6,207㎡となってお

り、小・中学校の合計延床面積は17,595㎡になります。 

    

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※建築年度は各建築用途の中で最も古い建物のもの 

 延床面積は各建築用途を一体とみなし合計したもの 

 

３-１．学校施設の運用状況・活用状況等の実態 
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（２）児童生徒数及び学級数の変化 

① 中富良野町の人口推移 
国勢調査による中富良野町の人口推移を見ると、一貫して減少傾向にあり、

３０ 年前の平成２年度から１，４７８人（２３．３％）の減少となっていま

す。 

 

② 世帯数 
令和２年度の世帯数は２，１７２世帯で、平成２年度の１，７９３世帯から

２２７世帯の増加となっています。一世帯当人数をみると、令和２年度では

２．２３人と平成２年度の３．５３人から１．３０人減少し、核家族化など世

帯構成の多様化が進んでいることがうかがえます。 

※国勢調査（各年10月1日，令和2年度は10月現在の町統計）

6,331
5,931 5,833 5,707 5,477

5,069 4,853
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世
帯
人
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人
口
／
世
帯)

人
口
・
世
帯
数(

人
・
世
帯)

総人口・総世帯数の推移

総人口

総世帯数

世帯人員

(年度)

※住民基本台帳（各年3月末）

5,401 5,272 5,131 5,120 5,078 5,019 4,938

2,196 2,186 2,158 2,173 2,187 2,198 2,174

2.46 2.41 2.38 2.36 2.32 2.28 2.27

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

平成25 平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 令和元

世
帯
人
員(

人
口
／
世
帯)

人
口
・
世
帯
数(

人
・
世
帯)

近年における総人口・総世帯数の推移

総人口

総世帯数

世帯人員

(年)
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(令和 2年 8月現在) 

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計

児童数 15 16 31 17 15 32 10 18 28 17 19 36 18 19 37 17 14 31 94 101 195

普通学級

特別支援学級

児童数 1 4 5 2 2 4 2 3 5 2 3 5 1 3 4 1 3 4 9 18 27

普通学級

特別支援学級

児童数 1 1 2 1 0 1 1 2 3 1 0 1 1 0 1 1 2 3 6 5 11

普通学級

特別支援学級

児童数 4 0 4 1 0 1 4 0 4 2 2 4 4 1 5 3 2 5 18 5 23

普通学級

特別支援学級

児童数 21 21 42 21 17 38 17 23 40 22 24 46 24 23 47 22 21 43 127 129 256

普通学級

特別支援学級

生徒数 29 15 44 18 32 50 21 27 48 68 74 142

普通学級

特別支援学級

3
5

2

3
6

3

10
4

2 2 6

2

1 1

25
9

16

1 1

1

1 1
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2

1
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0

計
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中

1

1

宇文
小

西中
小

2

旭中
小

1年

1 1

1

1

1

1

5年 6年

1 1

合計
学校名

中富
良野
小

6

4
10

2年 3年 4年

 

③ 児童生徒数等 
児童生徒数は、令和２年度現在、小学生が２５６人、中学生が１４２人にな

っています。また、令和８年度の児童生徒数推計では、小学生が２１３人、中

学生が１２１人になると見込んでいます。 

312 303
286 289 282 271 263 256

135 134
152 152 155 147 153 142

256 249
234 225 219 222 213

142 137 134 136 133 124 121

0

50

100

150

200

250

300

350

400

児童生徒数の推移と推計

小学校

中学校

(年度)

(人)

推移 推計

 
 
④ 学級数 
学級数は令和２年度現在、小学校が普通１６学級、特別支援９学級、中学校が

普通６学級、特別支援４学級となっています。 
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(令和 2年 8月現在) （３）学校施設の配置状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

旭中小学校 児童：27 人 教員 8 人 

中富良野小学校 児童：195 人 教員 26 人 

 

西中小学校 児童：23 人 教員 11 人 

中富良野中学校 生徒：142 人 教員 23 人 

旧南中小学校 

 

宇文小学校 児童：11 人 教員 8 人 

 

旧本幸小学校 
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（４）施設関連経費の推移 

 ５年間の年平均額は、約４，６００万円となっています。平成２８年度までに耐
震補強工事が完了し、それ以降は施設整備費としては発生しておりません。 
光熱水費・委託費が最も高く、５年間の平均は約３，４００万円となっています。 

過去５年間の施設関連経費の推移

(単位：円)

平成27 平成28 平成29 平成30 令和元 ５年平均

施設整備費 整備対象校 2,004,156 3,354,009 0 0 0 1,071,633

その他
施設整備費

整備対象校 1,823,751 2,877,938 3,117,906 3,884,794 3,649,544 3,070,787

維持修繕費 整備対象校 5,326,962 5,270,513 8,068,476 8,003,191 12,557,042 7,845,237

光熱水費
・委託費

整備対象校 30,712,048 33,045,797 35,031,265 36,153,192 35,304,523 34,049,365

合計 整備対象校 39,866,917 44,548,257 46,217,647 48,041,177 51,511,109 46,037,021

年度

2,004,156 3,354,0091,823,751
2,877,938

3,117,906 3,884,794 3,649,544

5,326,962
5,270,513

8,068,476 8,003,191
12,557,042

30,712,048
33,045,797 35,031,265 36,153,192

35,304,523

平均 46,037,021

0

10,000,000

20,000,000

30,000,000

40,000,000

50,000,000

60,000,000

平成27 平成28 平成29 平成30 令和元

施設整備費 その他

施設整備費

維持修繕費 光熱水費

・委託費

平均

(円)

(年度)
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（５）学校施設の保有量 

中富良野町には現在、小学校施設が８棟、中学校施設が２棟あり、その半数程

度が昭和５０年代に建設されたものです（学校施設は大規模な面積となるため、

校舎と体育館を別棟として取扱われる）。 

そのため、小中学校の全１０棟の内、建築後３０年以上の建物が７棟、建築後

２０年以上３０年未満の建物が３棟あり、学校施設の老朽化が進んでいる状況に

あります。  

また、同時期に建築された施設が多く、今後、老朽化の対応が集中的に到来す

ることから、財政面、人材面などで大きな負担が懸念されます。  

 

 

 
  

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

S

36

以

前

38 40 42 44 46 48 50 52 54 56 58 60 62 H

元

年

3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29 R

元

年

（㎡）

築20年以上10棟（100%） 1.7万㎡（96%）

対象建物

10棟

1.7万㎡

（年度）

築30年以上7棟（70%） 1.5万㎡（88%）

築30年以上

0.6万㎡(34%)

築40年以上

0.9万㎡(54%)
築20年以上

0.1万㎡(8%)

築10年以上

752㎡(4.3%)
築10年未満

0㎡(0.%)

築50年以上

0㎡(0.%)

築年別整備状況

新耐震基準（昭和57年以降）

6棟（60%） 0.8万㎡（46%）

旧耐震基準（昭和56年以前）

4棟（40%） 0.9万㎡（54%）

小学校 校舎 中学校 校舎 小学校 体育館 中学校 体育館 武道場 幼稚園 寄宿舎 給食センター その他小学校校舎 中学校校舎 小学校体育館 中学校体育館 その他
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（６）学校施設の開放状況 

学校施設の地域への開放は生涯学習社会への移行に伴い、町民の生涯学習・

生涯スポーツ・地域コミュニティの活動拠点として学校施設を有効に活用する

ことが求められており、町内の小・中学校校庭、体育館等の学校施設につい

て、学校教育に支障のない範囲で地域への開放を行っています。令和元年度で

は、延１４，２８０人の利用があります。 

5,050

3,084

960
1,680 1,400

350

1,756

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

学校開放実績 年間利用人数（令和元年度）
(人)

 

 

主な活動 

     少年団  ：サッカー、ミニバスケットボール、バレーボール 

 体育協会 ：サッカー（フットサル）、バスケットボール、バドミントン 
    地域   ：ミニバレーボール、バドミントン 
    老人会  ：フロアカーリング、ゲートボール    
社会人  ：ミニバレーボール 
 
 

（７）学校施設の耐震化、各設備整備状況 

① 耐震化の進捗  
阪神・淡路大震災を教訓として、建築物の耐震改修を促進するため、平成７年

に「建築物の耐震改修の促進に関する法律」が制定され、この計画に従い、昭和

５６年の新耐震基準施行以前の学校施設について、耐震化を実施してきた経緯が

あります。小・中学校の耐震化率は、令和２年度現在、１００％完了しています。 

  

※旧小学校は公民館として使用 
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② 非構造部材の耐震化  
東日本大震災においては、多くの学校施設で天井材、外装材、照明器具の落下

などの非構造部材の被害が発生しました。一部では、非構造部材の落下による人

的被害も発生しており、これまでに完了している構造体の耐震化だけでなく、非

構造部材の耐震化も速やかに実施する必要があります。 

 

③ 防災拠点としての機能の充実  
中富良野町の小・中学校はすべて、災害時における避難所として指定されてい

ますが、避難所としての機能が十分とはいえません。災害時対応トイレの整備、食

糧など備蓄機能の向上、水や電気などのライフラインの確保など、防災機能の強

化が必要です。  

耐震

煙突

ｱｽﾍﾞｽﾄ

含有

浸水想

定区域

外施設

土砂災

害時の

使用

冬季の

使用
有無

供給

範囲

中富良野小 昭和52 ○ 有
×
0.5m～ 3m

○ ○ × - ○ ○ ○

旭中小 昭和59 ○ 有 ○ ×
土砂災害警戒区域

○ × - ○ ○ ○

宇文小 昭和60 ○ 無 △
～0.5m

○ ○ × - ○ ○ ○

西中小 昭和56 ○ 有 △
～0.5m

○ ○ × - ○ ○ ○

中富良野中 昭和54 ○ 有 △
～0.5m

○ ○ × - ○ ○ ○

旧南中小 昭和61 ○ 未 ○ ○ ○ × - ○ ○ ○

旧本幸小 平成4 ○ 有 ○ ○ ○ × - ○ ○ ○

下水道

・

浄化槽

ガス

設備
施設名称

建設

年度

適用 非常用電源

上水道

  

 

        

NTT電話

防災

無線

受信機

テレビ トイレ

入浴

ｼｬﾜｰ

設備

冷暖房

設備

障害者

用ﾄｲﾚ
ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ ｽﾛｰﾌﾟ

○ ○ ○ ○ ○ × 暖○ ○ × ○

○ ○ ○ ○ ○ × 暖○ × × ×

○ ○ ○ ○ ○ × 暖○ × × ×

○ ○ ○ ○ ○ × 暖○ × × ×

○ ○ ○ ○ ○ × 暖○ ○ × ○

○ ○ ○ ○ ○ × 暖○ × × ×

○ ○ ○ ○ ○ × 暖○ ○ × ○

調理

設備

その他の設備等情報・通信設備

 

 

④ 環境への配慮  
近年、温暖化や環境汚染、エネルギーなど地球全体をとりまく問題が深刻化し

ています。公共施設である学校施設においても、省エネルギー対策や自然エネル

ギーの活用などが必要です。 
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（８）学校施設の改修履歴 

学校施設の過去の改修履歴を下表にまとめました。 

(令和2)
平成

15

平成

16

平成

17

平成

19

平成

21

平成

23

平成

25

平成

26

平成

27

平成

28

平成

29

平成

30

令和

元
昭和52 43
昭和52 43
昭和53 42
昭和53 42

¥980,017 ¥924,000 ¥7,665,000 ¥4,651,500 ¥1,575,000 ¥3,181,500 ¥17,658,000 ¥39,564,517

平成9 23

平成9 23 ¥16,065,000 ¥1,764,000 ¥17,829,000

平成12 20

平成12 20 ¥8,137,500 ¥14,490,000 ¥3,132,377 ¥556,500 ¥26,941,127

昭和56 39

昭和56 39

平成11 21

平成11 21 ¥14,280,000 ¥22,407,000

¥12,048,750 ¥945,000 ¥34,823,548

校舎
耐２

１棟
昭和61 34

校舎防音

機能復旧

フェンス

設置

講堂
耐１

１棟
平成11 21 ¥12,148,500 ¥1,365,000 ¥13,513,500

校舎
耐２

１棟
平成4 28 プール解体

校舎

屋根塗装

講堂

屋根塗装

講堂
耐１

１棟
平成4 28 ¥1,596,000 ¥2,004,156 ¥3,354,009 ¥8,781,165

¥27,308,767 ¥25,126,500 ¥22,155,000 ¥23,495,850 ¥22,970,325 ¥6,457,500 ¥1,596,000 ¥19,662,156 ¥3,354,009 ¥163,859,857

旧南中

小学校

旧本幸

小学校

教室等改修

¥1,827,000

平成

20

学校別

改修工事費

合計

年度別改修工事費合計 ¥10,090,500 ¥1,307,250 ¥336,000

外構補修
・

校舎外壁補修
・

玄関補修

¥1,774,500

平成

22

校舎煙突

陣笠設置

¥336,000

¥4,931,850 ¥16,897,948

ﾊﾞｯｸﾈｯﾄ

補修

¥682,500

屋外ﾄｲﾚ

撤去
・

ﾄｲﾚ改修

(宇文・本幸)

¥5,670,000

¥624,750

教室改修
・

ﾊﾞｯｸﾈｯﾄ補修
・

給水施設改修

理科教室給水管
・

校内LAN設備
・

講堂天井改修

校舎

外壁補修

外柵撤去 外柵設置

平成

18

ﾄｲﾚ改修

¥2,593,500

ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ

暗渠

平成

24

校舎

屋上防水

校舎防音

機能復旧

校舎

屋上防水

校舎防音

機能復旧

校舎

屋上防水

講堂防音

機能復旧

講堂油

配管取替
・

高圧ｹｰﾌﾞ

ﾙ等移設

遊具改修

・

給水施設

改修

校舎油

配管取替

ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ

整地

講堂
耐１

１棟
昭和62 33

昭和54 41

40昭和55

40昭和55

昭和59 36

校舎
耐２

１棟
昭和60 35

校舎防音

機能復旧

特殊学級

教室改修

改修工事実施年度

講堂
耐１

１棟
昭和53 42

中富良野

中学校

校舎
耐２

３棟

講堂
耐１

２棟

西中

小学校

校舎
耐２

２棟

校内LAN

設備
(小学校

　　5校分)

旭中

小学校

宇文

小学校

講堂
耐１

２棟

建設

年度

築年数

校舎

講堂
耐１

２棟

耐２

１棟

中富良野

小学校

校舎
耐３

４棟

施設名 建物区分

構造

・

構造棟数
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評価基準

評価 基準 評価 基準

良好 A  概ね良好 A 20年未満

B  部分的に劣化（安全上、機能上、問題なし） B 20～40年

C  広範囲に劣化（安全上、機能上、不具合発生の兆し） C 40年以上

 早急に対応する必要がある

（安全上、機能上、問題あり）

劣化 （躯体の耐久性に影響を与えている）

（設備が故障し施設運営に支障を与えている）等

D D
経過年数に関わらず
著しい劣化事象が
ある場合

経過年数による評価
【内部仕上、電気設備、機械設備】

目視による評価【屋根・屋上、外壁】

評価 A B C D

屋
根
・
屋
上

［

防
水
・
鉄
板
葺
等
］

良好
概ね良好
汚れている程度
改修後10年以内

部分的に

ひび割れ、変質、排水不良、
土砂の堆積、雑草、
目地シーリングの損傷、
ふくれ、摩耗、しわ、
塗装の剥がれ、さび、
シーリング材のひび、
穴あき、取付金物のさび

がある

広範囲に

ひび割れ、変質、排水不良、
土砂の堆積、雑草、
目地シーリングの損傷、
ふくれ、摩耗、しわ、
塗装の剥がれ、さび、
シーリング材のひび、
穴あき、取付金物のさび

があり、最上階天井に
漏水痕がある

広範囲に

損壊、幅広のひび割れ、
排水不良、破断、
下地露出、めくれ、
さび、剥がれ、腐食、
取付金物の損壊

があり、最上階天井に
漏水が複数箇所ある

摘
要

外
壁

［

仕
上
・
建
具
等
］

良好
概ね良好
汚れている程度
改修後10年以内

部分的に

ひび割れ、変質、浮き、
さび、さび汁、はらみ、
シーリング材のひび、
剥がれ、欠損、変形、
シーリング材の硬化、
取付金物のさび

がある

広範囲、全体的に

ひび割れ、変質、浮き、
さび、さび汁、はらみ、
シーリング材のひび、
剥がれ、欠損、変形、
シーリング材の硬化、
取付金物のさび、
亀甲状のひび割れ

があり、小規模な漏水がある

広範囲、全体的に

剥落、爆裂損壊、損壊、
幅広のひび割れ、
内部の床に水溜り、
さび、腐食、ぐらつき、
取付金物の腐食、欠落、
シーリング材の欠落、
開閉不良

があり、漏水が複数箇所ある

摘
要

目視による評価

・1箇所の劣化事象でなく、全体の経年状況等を踏まえる。
・現状のまま放置すると、他の場所でも同じように劣化が進行する可能性がある場合は評価を1段階引き下げる。
・現状として、降雨時に複数箇所で雨漏りしている場合をＤ評価とする。
・判断を漏水痕で行う場合は概ね10箇所以上をＤ評価とする。
※ただし、屋根防水は改修済みでも天井ボードは既存のままとなっている場合があるため、見極める必要がある。

・1箇所の劣化事象でなく、全体の経年状況等を踏まえる。
・現状として、降雨時に複数箇所で雨漏りしている場合をＤ評価とする。
・判断を漏水痕で行う場合は概ね10箇所以上をＤ評価とする。
・鉄筋露出は、概ね5ヶ所以上をＤ評価とする。

 

 

 
（１）構造躯体の健全性及び構造躯体以外の劣化状況等の評価方法 

学校施設の老朽化調査については、目視による劣化状況現場調査と経過年数に基づき、

屋根・屋上、外壁、内部仕上、電気設備、機械設備をＡ・Ｂ・Ｃ・Ｄの４段階で評価し

ました。 
 鉄筋コンクリート造の構造躯体の健全度については、過去に実施した耐震診断調査時

のコンクリート圧縮強度と目視調査により評価しています。 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
  

３-２．学校施設の老朽化状況の実態 
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評価 A B C D

新築又は全体改修してから
20年未満

新築又は全体改修してから
20年以上40年未満

新築又は全体改修してから
40年以上

新築又は全体改修してから
経過年数に関わらず著しい
劣化事象がある

摘
要

新築又は全体改修してから
20年未満

新築又は全体改修してから
20年以上40年未満

新築又は全体改修してから
40年以上

新築又は全体改修してから
経過年数に関わらず著しい
劣化事象がある

摘
要

新築又は全体改修してから
20年未満

新築又は全体改修してから
20年以上40年未満

新築又は全体改修してから
40年以上

新築又は全体改修してから
経過年数に関わらず著しい
劣化事象がある

摘
要

健全度の算定

・建物内の分電盤・配線・配管について、該当建物の概ね半分以上の部屋（床面積）にわたって行った改修工事の実施年度
を基準とし、経過年数で評価する。

電
気
設
備

該当する部位　①建物内の給水配管・給湯配管・排水配管・ガス配管

・建物内の給水配管・給湯配管・排水配管・ガス配管について、該当建物の概ね半分以上の部屋（床面積）にわたって行っ
た改修工事の実施年度を基準とし、経過年数で評価する。

・内部仕上と設備機器について、該当建物の概ね半分以上の部屋（床面積）にわたって行った改修工事の実施年度を基準と
し、経過年数で評価する。
・広範囲（25％以上の面積）又は随所（5箇所以上）に劣化事象が見られる場合は評価を1段階引き下げる。

該当する部位　①建物内の分電盤・配線・配管

経過年数による評価

該当する部位　①床・壁・天井　②内部開口部　③室内表示・手摺・固定家具等　④照明器具・衛生器具・冷暖房器具

内
部
仕
上

電
気
設
備

 
  

 
 
 

 
 

①部位の評価点 ③健全度の算定
評価
A
B ※100点満点とするためコスト配分の合計値で割っている。
C ※健全度は数値が小さいほど劣化が進んでいることを示す。
D

計算例

× ＝ 204.0
× ＝ 172.0
× ＝ 1680.0
× ＝ 800.0
× ＝ 292.0

計 3148.0
÷60

健全度 52 点

5.機械設備
計

コスト配分
5.1
17.2
22.4

7.3
60.0

8.0

1.屋根・屋上
部位

2.外壁
3.内部仕上
4.電気設備 5.機械設備 C 40 7.3

②部位のコスト配分

3.内部仕上 B 75 22.4
4.電気設備 A 100 8

1.屋根・屋上 C 40 5.1
2.外壁 D 10 17.2

部位 判定 評価点 コスト配分

評価点
100
75
40
10

健全度＝総和（部位の評価点×部位のコスト配分）÷60

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

健全度とは、各建物の５つの部位について劣化状況を４段階で評価し、100 点満点

で数値化した評価指標です。①部位の評価点と②部位のコスト配分を下表のように定

め、③健全度を 100 点満点で算定します。 

 なお、②部位のコスト配分は文部科学省の「長寿命化改良事業」の校舎の改修比率

算定表を参考に、同算定表における「長寿命化」の 7％分を、屋根・屋上、外壁に按

分して設定しています。 

 

  

※学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書（平成 29 年 3月 文部科学省） 
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1 中富良野小学校 校舎 RC 2 3597 1977 S52 43 旧 済 - R1 20.4 改築 B C C C C 43

2 中富良野小学校 屋内運動場 RC 1 914 1978 S53 42 旧 済 - R1 40.4 改築 B C C C C 43

3 旭中小学校 校舎 RC 2 1589 1984 S59 36 新 - - - - 長寿命 C B B B B 72

4 旭中小学校 屋内運動場 RC 2 775 1997 H9 23 新 - - - - 長寿命 A B B B B 77

5 宇文小学校 校舎 RC 2 1459 1985 S60 35 新 - - - - 長寿命 C B B B B 72

6 宇文小学校 屋内運動場 RC 2 752 2000 H12 20 新 - - - - 長寿命 A B B A A 84

7 西中小学校 校舎 RC 2 1470 1981 S56 39 新 - - - - 長寿命 B C B B B 65

8 西中小学校 屋内運動場 RC 2 628 1999 H11 21 新 - - - - 長寿命 A B B B B 77

9 中富良野中学校 校舎 RC 3 4807 1979 S54 41 旧 済 - R1 26.6 改築 C C D C C 29

10 中富良野中学校 屋内運動場 RC 2 1399 1987 S62 33 新 - - R1 27.8 長寿命 B C B B B 65

建物情報一覧表

機
械
設
備

建物基本情報 構造躯体の健全性 劣化状況評価

健全度
（100点

満点）西暦 和暦 基準 診断 補強

電
気
設
備

圧縮
強度
（N/㎟）

構造 階数

内
部
仕
上

延床
面積
（㎡）

建築年度

築
年
数

屋
根
・
屋
上

外
壁

通
し
番
号

施設名 建物名
調査
年度

耐震安全性 長寿命化判定

試算上
の区分

：築30年以上：築50年以上

Ａ ：概ね良好

Ｂ ：部分的に劣化

Ｃ ：広範囲に劣化

Ｄ ：早急に対応する必要がある

： 

（２）構造躯体の健全性及び構造躯体以外の劣化状況等の評価 

   町内の小中学校の健全性及び劣化状況等の評価は下表の通りです。 
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（３）学校施設の現状 

① 構造躯体の健全性の評価 
令和２年度に耐力度調査を行っておりますが、躯体の詳細な調査が必要とさ

れるコンクリート圧縮強度が13.5N/㎟以下の施設はありませんでした。 

 

② 劣化度調査結果（棟別） 
広範囲に劣化し、安全面や機能面で不具合が発生する可能性があり、予防保

全的な老朽化対策を必要とする部位（評価Ｃ）がある棟は６棟あり、早急に対

応する必要がある部位（評価Ｄ）がある棟は１棟あります。 

校舎 体育館
A 0 0 0 0.0%
B 0 3 3 30.0%
C 4 2 6 60.0%
D 1 0 1 10.0%
計 5 5 10 100.0%

評価
棟数

計 割合

 

 

③ 劣化度調査結果（部位別） 
 屋根・屋上はＡ・Ｂ判定の棟が70.0％であり、現状は概ね問題ありません。 

 外壁はＣ判定の棟が50.0％あり、今後も注視していく必要があります。 

 内部仕上は現在Ｂ判定の棟が70.0％で、電気・機械設備はＢ判定の棟が

60.0％となっていますが、古い建物ほど低い判定となるため、今後Ｃ判定の割

合が高くなると考えられます。定期的な手入れや修繕、点検等を行うなどの対

策が必要になります。 

棟数 割合 棟数 割合 棟数 割合 棟数 割合 棟数 割合
A 3 30.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 10.0% 1 10.0%
B 4 40.0% 5 50.0% 7 70.0% 6 60.0% 6 60.0%
C 3 30.0% 5 50.0% 2 20.0% 3 30.0% 3 30.0%
D 0 0.0% 0 0.0% 1 10.0% 0 0.0% 0 0.0%
計 10 100.0% 10 100.0% 10 100.0% 10 100.0% 10 100.0%

機械設備
評価

屋根・屋上 外壁 内部仕上 電気設備
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④ 建設年度別健全度評価 
 優先的に改修工事等の対策を講じる必要がある健全度が40点未満の棟は、 

中富良野中学校の校舎棟のみとなっております。ただ、早急に老朽化対策を講

じる必要があります。また、築年数の経過とともに健全度の点数が低くなる傾

向にあるため、その後は古い建物順で優先します。 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

建築年度別健全度の分布

小学校

中学校

(点)

(年度)

昭和45 昭和50 昭和55 昭和60 平成2 平成7 平成12 平成17 平成22 平成27 令和2
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⑤ 築年別劣化状況 
屋根・屋上、外壁、内部仕上については築年数の経過によって低い判定の割

合が高くなる傾向にあります。特に内部仕上では、40年を経過した棟はＣ・Ｄ

判定となっています。 

電気・機械設備は経過年数での判定となり、全ての棟が20年を経過している

ため、今後大規模な改修が必要になる可能性があります。 

 

    

  

2

3

3

2

0 2 4 6 8 10

築50年以上

築40～49年

築30～39年

築20～29年

築10～19年

築10年未満

外壁

3

2

2

1

2

0 2 4 6 8 10

築50年以上

築40～49年

築30～39年

築20～29年

築10～19年

築10年未満

屋根・屋上

4

3

2 1

0 2 4 6 8 10

築50年以上

築40～49年

築30～39年

築20～29年

築10～19年

築10年未満

内部仕上

1

4

2

3

0 2 4 6 8 10

築50年以上

築40～49年

築30～39年

築20～29年

築10～19年

築10年未満

電気設備

1

4

2

3

0 2 4 6 8 10

築50年以上

築40～49年

築30～39年

築20～29年

築10～19年

築10年未満

機械設備

： 

目視による評価（屋根・屋上、外壁）
評価
A
B
C
D

経過年数による評価（内部仕上、電気・機械設備）
評価
A
B
C
D

基準
概ね良好
部分的に劣化
広範囲に劣化

早急に対応する必要あり

基準
概ね良好
部分的に劣化
広範囲に劣化

早急に対応する必要あり  
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■階段・廊下　広範囲にクラック

■階段　床シートのひび割れ

■部分的なふくれ
■広範囲にひび割れ、塗装の剥がれ

■仕上材の汚れ、劣化

中富良野小学校

劣化状況評価項目

屋根・屋上 外壁 内部仕上 電気設備 機械設備

築年数：43年　一部改修：平成11年

屋根・屋上では、
部分的にふくれが生じていますが、
安全上・機能上問題はない程度です。

外壁では、
広範囲にひび割れや、塗装の剥がれが目立ちま
す。躯体の耐久性に影響を与えている又は今後
影響が出てくる可能性があります。

B C C C C

内装仕上では、
コンクリート壁のクラックが目立ちます。
床ビニルシートの亀裂があります。
築年数：43年 築年数：43年　改修：なし
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■部分的な塗装の劣化 ■教室　床シートのひび割れ

■サッシ廻り　部分的なひび割れ、剥離

■部分的なふくれ、汚れ
■部分的なタイルの汚れ

■RDのつまりによる排水不良 ■仕上材の劣化
■部分的なひび割れ

旭中小学校

劣化状況評価項目

屋根・屋上 外壁 内部仕上 電気設備 機械設備

屋根・屋上では、
部分的にふくれと、RDのつまりによる排水不
良が生じており、対応しなければ影響が出て
くる可能性があります。

外壁では、
部分的にひび割れや塗装の剥がれが生じていま
すが、安全上・機能上の問題はない程度です。

内装仕上では、
仕上材が劣化してきていますが、安全上・機
能上問題はない程度です。
築年数：36年 築年数：36年　改修：なし 築年数：36年　改修：なし

C B B B B
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■サッシ廻り　部分的なひび割れ、剥離 ■教室　フローリング材の劣化

■塗装の劣化、部分的なひび割れ

■仕上材の劣化
■コンクリートの劣化

宇文小学校

劣化状況評価項目

屋根・屋上 外壁 内部仕上 電気設備 機械設備

屋根・屋上では、
部分的にふくれと、RDのつまりによる排水不
良が生じており、対応しなければ影響が出て
くる可能性があります。

外壁では、
部分的にひび割れや塗装の剥がれ、コンクリー
トの劣化が生じていますが、安全上・機能上の
問題はない程度です。

内装仕上では、
仕上材が劣化してきていますが、安全上・機
能上問題はない程度です。
築年数：35年 築年数：35年　改修：なし 築年数：35年　改修：なし

C B B B B
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■パラペットの劣化

■階段　壁（コンクリート・ボード）の亀裂

■広範囲の塗装の剥がれ

■部分的なふくれ ■タイルの部分的なひび割れ、 ■仕上材の劣化
　シーリング材の劣化

西中小学校

劣化状況評価項目

屋根・屋上 外壁 内部仕上 電気設備 機械設備

屋根・屋上では、
部分的にふくれやパラペットの劣化が生じて
いますが、安全上・機能上問題のない程度で
す。

外壁では、
広範囲に塗装の剥がれが目立ち、タイルの劣化
も進んでいます。今後躯体の耐久性に影響が出
てくる可能性があります。

内装仕上では、
仕上材が劣化してきていますが、安全上・機
能上問題はない程度です。
築年数：38年 築年数：38年　改修：なし 築年数：38年　改修：なし

B C B B B
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■教室　床の大きな亀裂

■部分的な防水層の劣化、剥がれ

■広範囲に塗装の劣化、剥がれ

■土砂の堆積、RDのつまりによる排水不良

■サッシ廻り　部分的なひび割れ、剥離

■仕上材の劣化
■部分的なふくれ、汚れ

■鉄筋の露出、さび

中富良野中学校

劣化状況評価項目

屋根・屋上 外壁 内部仕上 電気設備 機械設備

屋根・屋上では、
部分的に防水層の劣化による剥がれ、RDのつ
まりによる排水不良が生じており、対応しな
ければ影響が出てくる可能性があります。

外壁では、
広範囲に塗装の劣化や剥がれが目立ちます。躯
体の耐久性に影響を与えている又は今後影響が
出てくる可能性があります。

内装仕上では、
大きなクラックが教室の床にあり、詳細な調
査が必要になります。
築年数：40年 築年数：40年　改修：なし 築年数：40年　改修：なし

C C D C C
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構造体の耐震化は全ての小・中学校で完了している一方で、一部では学校機能

に支障が出ている施設もあり、安全面・機能面・環境面での改善は進んでいない

状況にあります。   

 

（１）安全面 

学校は、子どもたちが一日の大半を過ごす生活の場であり、学校施設そのもの

の安全性が求められます。しかしながら建設後の経年により、外壁やひさし部分

のモルタルの剥離などの施設の劣化、手すりの腐食、漏電やガス漏れなどの設備

の劣化など、安全面において不具合が生じる可能性が高くなっています。事象が

出ている施設は、専門的な詳細調査が必要です。 

 

（２）機能面 

施設の経年劣化による屋上防水、外壁の劣化による雨漏り、設備機器の老朽化

などの機能面の改善は、対処的な修繕だけでなく、抜本的な改善が必要です。  

また、少人数指導、情報教育、特別支援教育などの教育内容の多様化への対応、

明るく安心して行ける空間としてのトイレ整備、空調設備の設置などの環境整備、

エレベーターやスロープの設置など､バリアフリー化への対応も必要です。  

 

（３）環境面 

地球温暖化やエネルギー問題への対策などは、学校施設にも対応が求められて

います。昭和５４年に「エネルギーの使用の合理化に関する法律」が制定、施行

され「努力義務」とされていたものが、近年改正され、省エネ基準の引上げや基

準対応の「義務化」など、エネルギー問題への対策として強化されてきています。 

 

しかしながら、従来の建物は高断熱化が図られておらず、電気消費の大半を占

める照明器具についても、省エネルギー化ができていない状況です。 

 

また、太陽光発電などの自然エネルギーの活用など、環境教育の実践の面から

も積極的な検討が必要です。  

３-３．老朽化対策の必要性 
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第４章．学校施設整備の基本的な方針等 

 

 

「中富良野町学校施設個別施設計画」では、今後１０年間の学校施設整備の方向性や目

標、実現のための考え方などを盛り込みます。現状と課題、取り組みの方向性と、それ

を踏まえた基本的な考え方を、今後の学校施設整備の指針として次に示します。 
 

 

    

＜１＞ 安全・安心な学校施設整備 

１． 校舎の老朽化への対応 

○ 地域の子どもや高齢者など、誰もが安全安心で快適な施設の整備 

２． 既存校舎の適切な維持管理 

○ 予防保全による既存施設の計画的な整備 

○ 公共施設の複合的な整備 

○ 適正規模化・適正配置の取り組みと合わせた教育環境の整備 

 

＜２＞ 多様な教育内容に対応した質的向上 

１．災害時の避難所機能の確保への対応 

○ 非構造部材の耐震化などの地震災害等への対応 

○ 避難所機能の確保と災害発生時への備え 

２．環境負荷の低減など社会的要請への対応 

○ 再生可能エネルギーの活用や高効率設備導入等による環境負荷の低減 

 
＜３＞ 地域コミュニティの形成 

１．地域コミュニティの核となる公共施設としての役割 

○ 地域コミュニティの核としての役割を担う施設の整備 
 

 

 

  

４-１．学校施設整備方針 
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【災害への備えの重要性の高まり】 

平成２３年３月東日本大震災が発生し、東北・関東地方に甚大な被害をもたらし

ました。震災後は、他自治体で発生した非構造部材の落下被害に伴い、学校施設の

躯体そのもののほか、非構造部材への対応が求められました。今後は中富良野町に

おいても、国が作成した手引に基づいて、適切に対応していく予定です。 

近年では北海道胆振東部地震が発生し、土砂災害や停電によるライフラインの寸

断等、甚大な被害や影響を及ぼしました。 

一次避難、災害避難対策についても、町民に対して学校施設開放する措置が考え

られ、災害時帰宅困難者や児童生徒の帰宅引き取りの対応として、食料・飲料水・

ブランケット等の備蓄などの対策も必要となります。 

被災や勧告により避難してくる方や、町外から訪れていた方が町内に滞在中に被

災する場合など、様々なケースで避難所となる学校施設に多くの方々が避難してく

ることが想定されます。 

中富良野町では、学校施設が災害時の避難施設となることから、改築にあたって、

耐震性能の確保や災害時への備えなど、「安全安心の学校づくり」に取り組むこと

はもちろんのことですが、避難所運営用の防災倉庫の整備のほか、小・中学校にマ

ンホールトイレの設置などの対策が求められています。 

また、太陽光発電などの自然エネルギー活用による、自立運転可能型の整備検討

を進め、さらには、それぞれの学校を単位として避難所運営組織を設置し、防災訓

練や避難所運営訓練を実施が求められます。 

東日本大震災後、新たな課題として明らかになった児童生徒の引取りへの対応と、

それらに伴う備蓄物品の配備などの備えを検討する必要があります。 

【学校施設整備への反映】 

このように、大きな災害への備えが重要となっており、また、実際に災害が発生

した場合には、避難所としての機能を果たすことから、学校施設の整備にあたって

の重要な視点として考えていくこととします。 

 

 

 

【持続可能な社会の実現のための重要な課題】 

現在、持続可能な社会の実現のための課題として、地球規模での温暖化への対応

が重要となる中、国では、エネルギー消費の合理化に関する法律（以下「省エネ法」

という。）が改正されました。これに伴い、平成２２年度から、同法に基づき、太陽

光発電設備の設置や高効率設備の導入など省エネルギー対応を盛り込みなど、学校

施設整備に際しても検討・適用が必要になります。 

１．災害時の避難所機能の確保への対応と被害発生時への備え 

２．環境負荷の低減など社会的要請への対応 
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【ハード・ソフト両面からの取り組み】 

私たちが持続可能な社会を実現していくために、環境負荷の低減などの社会的要

請に対応した学校施設整備や子どもたちの環境教育の一環としての取り組みを推

進していくこととします。 

また、教育委員会では、各小・中学校の電気・水道・ガスの使用料の報告を受け、

これを取りまとめて、評価を行っています。子どもたちの環境教育の一環として、

こまめな節電・節水等学校エコライフ活動を奨励して、学校単位で省エネルギー化

へ取り組みを進めています。 

 

 

 施設総量の維持抑制の観点から、公共施設の複合化による、建物と敷地の集約、

単独整備した場合と比較した時、建築経費、延床面積、維持管理経費の抑制が可能

とされていることから、今後の学校施設整備についても、まちづくり計画を視野に

含めた検討を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

※公立学校施設整備について（文部科学省） 

３．施設の複合的な整備 
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（１） 学校施設の長寿命化計画の基本方針 

中富良野町には令和２年現在、築年数（最も古い棟の建築当時からの経過年数）

でみると、小学校で４校（８棟）のうち５棟、中学校で１校２棟の、すべての学校

に築３０年を経過する校舎（棟）が存在しています。木造から鉄筋コンクリート造

への改築・増築をしたために、棟別の築年数が異なっているケースが多くあります。 

維持管理面では、校舎の耐震化への対応を最優先に行う必要があったため、大規

模改修工事を行うための財源までを確保することが困難となっていました。 

このような状況を踏まえ、年々進む学校施設の老朽化に対して、順次改築による

施設の更新を図っていくこととします。また、学校施設の既存の躯体を活用して改

築よりもコストを抑え、求められる機能を付加して教育環境を確保する老朽化の対

策として、長寿命化改修の手法や維持管理軽減を踏まえる減築改修の手法を採用し

た新たな取り組みも重要と考えます。 

加えて、今後も厳しさが見込まれる中富良野町の財政状況において、既存校舎を

適切に維持するとともに整備経費を抑制するためには、中長期的な視野に立って、

計画的な改修（予防保全）を着実に進めることが重要と考えます。 

 
（２）学校施設の規模・配置計画等の方針 

中富良野町では、児童生徒数の減少傾向にあり、こうした状況が今後も引き続く

ことが見込まれています。 

しかし、長きに渡って地域に支えられ、地域に愛されてきた学校であるとともに、

地域のお祭りやイベントの会場、地域のスポーツや文化活動の場、避難所運営訓練

の実施、防災倉庫の設置など地域コミュニティの活動の核となる公共施設としての

役割があることを充分に踏まえ、地域の意向を尊重しながら適正規模化・適正配置

の取り組みを進めていきます。 

第６期まちづくり総合計画では新しく学習指導要領が改訂されたことをうけ、子

どもたちが未来を切り拓くために必要な資質・能力を一層確実に育成することを目

指し、「社会に開かれた教育課程」を重視していくこととしています。中富良野町らし

い豊かな教育基盤や資源をいかしながら、学校・家庭・地域社会の連携を一層強化し、

地域全体で子どもたちを守り育てていく体制づくりが必要です。学校施設の整備にあ

たっては、今後とも教育ビジョンを支える学校、家庭、地域の連携を踏まえた、開

かれた学校づくりを実現する施設整備を推進していくこととします。 

 

 

  

４-２．学校施設の規模・配置計画等の方針 
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（１） 長寿命化の方針 

既存校舎の性能を維持・保全しながらより長く使用していくためには、建築後概

ね２０年程度を目安に大規模な改修工事を実施することが望ましいとされていま

す。平成２６年１月に文部科学省が公表した「学校の長寿命化改修の手引」におい

ても、「予防保全型」の計画的な整備の重要性が示されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｐ 

 

 

 

 
 
（２） 目標使用年数、改修周期の方針 

目標使用年数 大規模改造の周期 長寿命化改修の周期

校舎 ８０年以上 ２０年～２５年 ４０年～５０年

体育館 ８０年以上 ２０年～２５年 ４０年～５０年
 

４-３．改修等の基本的な方針 

※学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書（平成 29 年 3月 文部科学省） 
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第５章．基本的な方針等を踏まえた施設整備の水準等 

 

 

（１）改修時の整備方針 

各学校施設の劣化状況や財政状況を踏まえた上で、効果的かつ実効性のある長寿

命化を図るために下記のように水準を定め、将来の社会的要求水準の高まりへの対

応できる環境整備に取り組みます。 
 

１．長寿命化改善 

①耐久性向上改善 
・建物の劣化対策・落下物対策・非構造部材対策・

防災対策・防犯対策・外構の劣化対策 

②機能性向上改善 
・UD 対応・給排水設備の整備・トイレの整備 

・空調設備の整備・黒板等の整備 

③適応性向上改善 
・情報化対応・学習環境対応・環境への適応 

学校施設の評価のあり方の評

価項目１）から３）を可能な限

り満たすこと 

１）耐久性向上型（安全性） 

２）機能性向上型（快適性） 

３）適応性向上型（学習活動・環境への快適性） 

  ＊UD：ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ 

２．耐久性向上改善 

評価項目 評価詳細項目 

建物の劣化 

屋上・屋根の更新 サッシの更新 

屋上金物の更新 外部雑（金物）の更新 

外壁の更新 ﾄｯﾌﾟﾗｲﾄの転落防止対策 

軒（バルコニー）の更新 内部床の更新 

落下

物等

対策 

非構造

部材対

策 

内部壁の更新 窓硝子の等のひび割れ等更新 

内部建具の更新 照明器具取付金物等の更新 

内部天井の更新 吊り下げ式照明の使用状況 

脆弱な硝子の更新  

転落防止対策 窓際の足掛かりとなる固定棚等の回避 

防災対策 
屋外から使用可能なトイレの設置 自家発電設備の設置 

災害時に水を確保する設備の設置 体育館のトイレの設置 

防犯対策 
防災備蓄倉庫の設置 防犯カメラの設置 

門扉の施錠状況、電気錠の設置 外灯の設置 

外構の劣化 

舗装の更新 フェンス・基礎の更新 

U 字構の更新 擁壁の更新 

門扉の更新  

 

 

 

５-１．改修等の整備水準 
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３．機能性向上改善 

評価項目 評価詳細項目 

バリアフリー対応 
段差の解消（玄関・廊下・ﾄｲﾚ） 車椅子対応ﾄｲﾚの設置 

手摺の設置（階段・ﾄｲﾚ） ｴﾚﾍﾞｰﾀｰの設置 

給排水設備の劣化 給水設備の更新 排水設備の更新 

トイレの整備状況 
衛生面（臭い） ﾄｲﾚﾌﾞｰｽの更新 

洋風便器の更新 便器の更新 

空調設備の劣化 空調設備の更新 

教室黒板等の劣化 黒板の更新 掲示板の更新 

 

４．学習活動への適応性 

評価項目 評価詳細項目 

情報化対応 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ設備の設置（ICT） 

学習環境の整備 
施設整備基準等に定める教室等の確保及び面積確保 

多様な指導方法に対応した教室等の設置 

 

５．環境への適応性（CASBEE） 

評価項目 評価詳細項目 

室内環境 Q１ 

音環境 

温熱環境 

光・視環境 

空気質環境 

サービス性能 Q２ 

機能性 

耐用性・信頼性 

対応性・更新性 

室外環境（敷地内） 

Q３ 

生物環境の保全 

まちなみ・景観への配慮 

地域性・アメニティへの配慮 

エネルギーLR１ 

建物の熱負荷制御 

自然エネルギー利用 

設備システムの高効率化 

効率的運用 

資源・マテリアル LR

２ 

水資源保護 

非再生性資源の使用量削減 

汚染物質含有材料の使用回避 

敷地外環境 LR３ 

地球温暖化への配慮 

地域環境への配慮 

周辺環境への配慮 
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（２）判定の考え方 

① 用途変更・廃止と判断された施設から地域コミュニティ・防災施設として活
用を検討 

 

② 改築・長寿命化・大規模改善・個別改善と判定された施設において、学校施
設機能の供給過多が見受けられる場合は減築や施設機能複合化による、維持

管理コスト低減に向けた検討 

 

長寿命化対策に着手する学校の選定については、諸条件にもよりますが、文部科

学省が示す学校施設の耐用年数を参考にすれば、建築後４０年以上経過した施設を

優先していくこととします。  

建築後４０年以上経過している施設は、中富良野小学校、旭中小学校、西中小学

校、中富良野中学校が該当します。これらの施設については、長寿命化対策が早急

に必要であり、他の施設に先んじて取り組んでいくこととします。  

なお、他の学校施設については、個々の学校の状況、周辺状況・条件、地域バラ

ンス等を踏まえ、減価償却期間の半数である築年数４０年超過を目途に、順次、長

寿命化対策に着手していくこととします。  

 

 

長寿命化対策に着手する学校の選定基準  

 

① 建設後の経過年数（各棟での判断）  
② 施設の劣化度  
③ 災害時施設としての地域バランス、重要性 
④ 教育環境の不具合（トイレ・空調整備、特別教室不足など）  
⑤ 設備環境の不具合（バリアフリー対応、防犯対策など）  
⑥ 大規模改修・耐震補強・非耐震部材対策の履歴 
⑦ 補助金、交付金、起債償還の状況 
                          など  
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（３）学校施設の設備対応状況 

建物劣化
非構造

部材

外構部

劣化

バリア

フリー

給排水

設備

トイレの

整備

空調の

劣化
防災 防犯 黒板

情報化

対応

学習環境

の整備

× × × × × × × × × × ○ × × × × × 有

× × × × × × × × × × ○ × ○ × ○ × 有

× × × × × × × × × × × × × × × ×

× × × × × × × × × × ○ × ○ × ○ × 無

× × × × × × × × × × × × × × × ×

× × × × × × × × × × ○ × ○ × ○ × 有

× × × × × × × × × × × × × × × ×

× × ○ × × × × × × × × × × × × × 有

○ ×× × ○ ○ × ○ × ○ ×

ＥＶ スロープ
非常用

電源

講堂

校舎
耐２

１棟

耐１

１棟

× ○ ×

西中

小学校

宇文

小学校

中富良野

中学校

多目的

トイレ

校舎
耐２

２棟

校舎

施設名 建物区分

構造

・

構造棟数

講堂
耐１

１棟

○

校舎
耐２

１棟

講堂
耐１

１棟

×

旭中

小学校

中富良野

小学校

○ ○ × × × × ○ ○

有

改修

煙突

ｱｽﾍﾞｽﾄ

含有

× ×

講堂
耐１

２棟

校舎
耐３

４棟

講堂
耐１

２棟

耐２

３棟

○ ○

耐久性向上型改善 機能性向上改善 適応性向上改善

× ○ × ○
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（１）今後の維持・更新コスト（従来型） 

長寿命化をせず、従来型の事後保全による改修等（改築周期50年）を実施した場

合の40年間にかかる費用を、コスト算定シミュレーションにて試算しました。 

その結果、維持管理費を含めた40年間の総額は約126億円で年平均は約3.2億円と

なります。過去5年間の施設関連経費平均の約6.4倍のコストがかかるとみています。 

・
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元

年
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（億円）

（年度）

10年間 10年間
1.4億円/年

10年間
3.4億円/年

10年間
1.3億円/年

今後の維持・更新コスト（従来型）

40年間の総額

126億円

6.5億円/年

対象建物

1.7万㎡

10棟

40年間の平均

3.2億円/年

6.4倍

過去の

施設関連経費

0.5億円/年

施設整備費
（修繕維持費含む）

改築 長寿命化改修 大規模改造 部位修繕
その他施設
関連費

維持修繕費
光熱水費
・委託費

施設整備費 改築 長寿命化改修 大規模改造 部位改修 その他施設 維持修繕費 光熱水費

（修繕維持費含む） 関連費 ・委託費

旭中小

西中小

宇文小
中富中(体)

中富小

宇文小

旭中小

西中小

中富中

中富中(体)

中富中

中富小

※中富良野小学校・中富良野中学校については、今後 10 年間以内に改築するものとして、改築にかかる 

 経費が 10 年間で等分されるようになっています。 

※改修等の年度は築年数によらず、実施計画のスケジュールに基づいた年度に調整しています。 

６-２．長寿命化のコストの見通し、長寿命化の効果 
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（２）今後の維持・更新コスト（長寿命化型） 

長寿命化を実施し、健全な建物の使用年数を 80年まで延命させる場合の費用を

コスト算定シミュレーションにて試算した結果、維持管理費を含めた 40年間の総

額は約 112 億円となっており、年平均は約 3億円となりました。 
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（年度）
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1.1億円/年

10年間
2.9億円/年

10年間
1.2億円/年

今後の維持・更新コスト（長寿命化型）

6億円/年

対象建物

10棟

1.7万㎡

40年間の総額

112億円

40年間の平均

3億円/年

6.1倍

過去の

施設関連経費

0.5億円/年

長寿命化改修 大規模改造 部位修繕
その他施設
関連費

維持修繕費
光熱水費
・委託費

施設整備費
（修繕維持費含む）

改築 縮減費
施設整備費 改築 長寿命化改修 大規模改造 部位改修 その他施設 維持修繕費 光熱水費 縮減費

（修繕維持費含む） 関連費 ・委託費

宇文小

旭中小

西中小

中富小

中富中

中富中(体)

中富中(体)

中富中

中富小
西中小

旭中小

宇文小
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（３）健全度が低い学校施設の整備方針 

調査により、健全度が低かった中富良野小学校と中富良野中学校については、

早急に老朽化対策を講じる必要があるため、具体的に事業手法を比較検討しまし

た。その結果、現在中富良野中学校のある敷地に中富良野小学校を移転改築する

ことを前提に、中富良野中学校を長寿命化改修するよりも、危険改築をする方が

事業費が抑えられ、交付金の割合が高くなりました。中富良野小学校と中富良野

中学校を併設する方向で検討しています。 

備考
改築
外構 上限
解体
長寿命化
仮設教室
補強

杭引き抜き 51,480 43,560

支障物撤去 10,560 10,560

560,000.0 199200
101,931.0

3580
932

28.5%90, 53 7
3 17, 91 1
1 ,5 15, 19 3 32.2%
4 ,7 03, 26 4

（千円）

55,400.0

185,367 58.3%
3 17, 91 1
850,515 18.1%
4 ,7 03, 26 4

69,427 21.2%
3 26, 91 5
1,361,659 26.3%
5 ,1 73, 39 5

105.6 12.7
198.0 66.0
210.0 49.7
44.2 24.3
16.0 1.9 60,000.0
357.1 123.8
/㎡ 交付

55億円

50億円
50億円

26.02%

20.63%

31.98%

0
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小学校移転改築 5.5/10

中学校長寿命化改修 1/3

小学校移転改築 5.5/10

中学校単費改築

小学校移転改築 5.5/10

中学校危険改築 5.5/10

（億円）

事業費割合

設計 校舎 補強 仮設校舎 講堂 外構 交付金割合
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学校施設の長寿命化対策は、その規模や内容から多額の予算を必要とし、長期間

継続する事業であることから、安定した財源の確保が重要な課題になります。  

 

さらに、災害時対応機能の向上や地域コミュニティ施設への対応など、学校施設

における様々な課題にも対処するとすれば、必要経費は増大する要因になります。 

  

ただし、文部科学省の老朽化対策ビジョンによれば、今後の建築技術の進展等に

より必要経費が抑制される可能性があると示されていることから、必要経費の算定

については十分留意していく必要があります。 

  

国の交付率（主なもの）

大規模改造（老朽） 長寿命化改良事業 改築

趣旨
経年により、通常発生する学校建物の
損耗、機能低下に対する復旧措置等

建物の耐久性を高めるとともに、現代
の社会的要請に応じた施設への改修

構造上危険な状態にある建物や、教育
を行うのに著しく不適当な建物で特別

の事情があるものの改築

補助率 33.30% 33.30% 33.30%

地方財政措置 なし 40.00% 40.00%

実質的な地方負担 66.70% 26.70% 26.70%

上限額 2億円 なし なし

下限額 7,000万円 7,000万円 なし

補助要件
・建築後20年以上経過したもの
・外部及び内部の両方を同時に全面的
に改造するもの

・建築後40年以上経過したもの

・今後30年以上使用する予定の物
・構造体の劣化状況等について調査を
行い、劣化対策を要すると学校設置者
が判断するもの

・危険建物の改築
耐力度調査の結果、基準点以下となっ

たもの
・不適格建物の改築
Is値が概ね0.3に満たないもの、又は
保有水平耐力に係る指標（q）の値が
概ね0.5に満たないもの

補助単価 改築単価（約17万円/㎡）×53% 改築単価（約17万円/㎡）×60% 改築単価（約17万円/㎡）
 

※公立学校施設整備について（平成 27 年 1月 文部科学省） 

６-３．老朽化対策経費と財源の確保  
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第７章．長寿命化計画の継続的運用方針 

 
 
本計画策定の際に取りまとめた点検・評価したデータをベースに、各施設の状態

や過去の改修・交換履歴、故障の発生状況を蓄積していくとともに、建築基準法で

定められた定期的な安全点検等の結果も反映し、情報の一元化を図ることで、適切

な整備を行っていきます。 

 

 

 
学校施設個別施設計画を継続的に運用していくために中富良野町教育委員会を

中心に、中富良野町の公共施設担当と連携して取り組んでいくこととします。また、

学校施設の維持管理については、学校現場における日常点検や業務委託による各種

点検報告書の結果を活用して、不具合箇所の早期把握と修繕対応を図っていくこと

とします。 

 

 

 
学校施設個別施設計画は１０年間という長期の計画であり、学校施設の改修や改

築の優先順位を設定するものです。今後は個別の年次計画や事業費を精査していく

ために、事業の進捗状況、劣化状況調査等の結果を確認しながら、定期的な見直し

を実施し、推進することとします。 

 

 

 

  

７-１．情報基盤の整備と活用  

７-２．推進体制等の整備 

７-３．フォローアップ 
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財政収支への影響を低減するための事業の平準化や、事業実施に必要となる老朽

化対策に関する専門的、技術的知見を有する職員の不足などにより、同時期におけ

る複数の事業実施は困難になります。  

 

また、学校施設の改築を実施する場合の１校あたりの事業期間は、基本設計に１

年、実施設計に１年、工事に２年の概ね４年程度と長期間に及ぶと想定され、大規

模改修の場合は、実施設計に１年、改修工事に２年の概ね３年程度と想定できます。  

 

このような状況においては、学校運営への影響も考慮し、可能な限り事業期間の

短縮を図る一方、建築後４０年超過の施設に対する長寿命化対策は喫緊の課題であ

ることから、速やかに事業実施に着手していく必要になります。  

 

なお、学校施設の抜本的な長寿命化対策には、相当な期間を要するため、これと

並行して非耐震部材の耐震化やトイレ等のバリアフリー化、空調整備などの環境改

善は、適宜実施する必要があります。  

 
事業実施期間の目安  

改築期間（４年）  

１年目     基本構想、基本設計、関係者周知、検討会設置など  

２年目     実施設計、建築関係法令への適合作業、仮校舎の確保など  

３～４年目    仮設校舎の設置、校舎解体、建築工事など  

 

改修期間（３年）  

１年目     実施設計、建築関係法令への適合作業、仮校舎の確保など 

２～３年目   仮設校舎の設置、建築工事など   

 

  

７-４．事業実施の期間 
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部位・工事項目 修繕周期 修繕内容

サッシュ取り替え 24～36年 アルミ製サッシュ・手摺・面格子、銅製扉など共用部を計画的に更新する。外壁改修工事と同時期施工。

駐車場　増設 適時 駐車不足による団地内の違法駐車、消防車の消火活動阻害、屋上環境悪化に対応した再配置・増設配置。

屋外設備 24～36年 公設桝より犬走りまでの雨水・汚水・雑排水管路、桝の改修、取り替え。

消火設備 18～24年 消火用配管、消火水槽・呼水水槽、消火ポンプ、止水弁・逆止弁・テスト弁・連結送水口、消火栓函の更新。

動力・幹線・盤 24～32年 動力・電灯幹線ケーブル、引込開閉器盤を計画的に更新する。

電話設備 30年 電話端子盤、MDF盤、配線等を更新する。

避雷針設備 24～32年 接地抵抗試験函、避雷突針、避雷針ポール、導線、接地銅板を定期的に点検し、計画的に修繕、更新する。

24～32年 ロープ、モーター、カゴ、扉などの更新はメンテナンス契約（フルメンテかどうか）により異なる。エレベーター設備

TV共聴設備
　アンテナ取り替え
　同軸ケーブル引き替え

　増幅器等更新

8～12年
24～32年

12～18年

TV共聴アンテナ、増幅器盤、分岐・分配器盤、同軸ケーブル等を定期的に点検し、計画的に更新する。

自火報知設備
受信機電線更新
　感知器更新

24～32年
12～24年

受信機、配線、発信機、住戸内感知器等の自動火災報知設備を計画的に修繕する。

ガス設備

埋設ガス管更新
建物ガス管更新

12～24年
24～36年

屋外・屋内ガス管・メーター・住戸内ガス管を点検・更新する。メーターの更新は8年周期。

埋め戻しの土壌の質にもよるが、電食によるガス漏れ事故が発生した場合、全面的に更新。
住戸内共用ガス管（メーターまで）を全面的・計画的に更新する。

機
械
設
備

器具・配線盤
　照明器具更新
　分電盤更新
　照明配線引き替え

8～12年
24～32年
24～32年

階段室、共用廊下、玄関ホールの共用灯、屋外灯などの照明器具、自動点滅装置、スイッチ類を更新する。

電
気
設
備

雑排水設備
　雑排水菅更新
　戸内・雑排水菅

18～24年
12～18年

住戸内・住棟内雑排水管、屋外雑排水菅、排水ポンプ、排水桝を点検、清掃、更新。
住戸内の共用雑排水菅（竪管）を全面的・計画的に更新する。
住戸内の横引雑排水菅は専有。年2回程度、一斉に配管清掃をする。取り替え工事も共同で行なう場合が多い。

汚水設備
　汚水管更新

24～36年
住戸内・住棟内排水管、屋外排水菅、排水ポンプ、排水桝を点検、清掃、取り替える。
住棟内の便所系の汚水排水管（鋳鉄製）を全面的・計画的に取り替える。

樹木・植栽
　屋外環境整備

12～24年
4～6年

高木・灌木の枝払い・間引き・移植・再配置計画。居住者層の高齢化、世帯変化による遊戯施設の見直し。
芝生・地被の目土入れ、エアーレイション。低木の移植、株分け。

外
構
・
土
木

給水設備
給水管・更新
　　　　更生
水槽　更新
揚水ポンプ更新

18～24年
（8～12年）
12～24年
18～24年

給水用配管（屋外・屋内共用、住戸内配管）受水槽・高置水槽、揚水ポンプ、止水弁・逆止弁を更新する。
水中の塩素により給水管内面が腐食する。給水管内の錆落しライニングする工事（鋼製工事）は8～12年。
管の取り替え（更新工事）は18～24年。

舗装路盤改修
24～36年
（12～18年）

24～36年
4～6年

外構工作物
補修・取り替え

遊具・パーゴラ・自転車オートバイ置場上屋・柵・ガードレール・掲示板・案内板・サイン・シンボル等を
定期的、計画的に改修、取り替える。塗装工事は4～6年周期となる。

駐車場・駐輪場・道路・歩道・広場の路盤、縁石、L型街渠、側溝などを計画的に全面改修し、取り替える。
アスファルトオーバーレイなどの表面保護、補修工事の改修周期は短期となる。

金属類
　改修・更新

使用頻度・
損耗による

集合郵便受箱・掲示板・階段ノンスリップ・竪樋支持金物・スリーブキャップ・換気口・屋根ハッチ、
タラップ・建具丁番・サッシュ戸車・レールなど永年の使用、損耗するものを計画的に取り替え。

各住戸浴室の防水層を計画的に改修する。専有の浴槽、タイルの取り替え費用は各個人[専有者]負担となる。
浴室まわりの給排水、ガス管、カラン類も同時取り替えとなる。工事期間＝入浴不可能は2週間程度。

24～36年浴室防水改修

建
築

露出12年～
押え18年～

屋根防水改修
屋根の防水層の劣化・漏水事故発生に対し、防水層を全面・計画的に修繕する工事。
熱アスファルト露出防水は12～15年周期で改修する。既設防水層を撤去する工法・再利用する工法等。

外壁改修吹付 12～18年
外壁・共用階段・共用廊下・バルコニー等のコンクリート壁、手摺壁、天井などの改修・吹き替え等を全面的、
計画的に行う工事。高圧水洗で旧塗材をケレンし、ひび割れ補修・鉄筋露出部補修・欠損補修し、吹き替える。

モルタル防水部
など防水改修

12～18年
（4～6年）

バルコニー・開放廊下・開放階段床、庇・梁型天端などコンクリート押え防水、モルタル防水部を改修。
コンクリート下地をケレンし、補修し防水を施す。ポリマーセメントモルタル、ウレタン、エポキシ樹脂長尺
シート防水などにより防水する。通常、外壁改修工事と同時期に行なう。トップコートは短周期で補修。

コーキング
　シーリング

8～16年
サッシュまわり、コンクリート打継目地、PC板目地、金物端部、スリーブまわり、庇等入隅部等のコーキング、
シーリングを打ち替える。材質により耐用年数が異なるが、通常、外壁改修工事と同時期に行なう。

鉄・アルミ部
　改修・塗装

4～6年
銅製、またはアルミ製の手摺・面格子・棚・扉・物干金物・垂直避難口・竪樋支持金物・ポール・外構工作物
などの腐食、発錆、欠損した部分を補修し、研磨し、防食塗装をする。定期的、計画的に実施する工事。

 

出典：建築設計資料 ５０ P７ 

 
 
定期的な点検を実施し、学校施設の状況を把握した上で、修繕や改善を重要度や

適切な周期に応じて行うことにより、限られた予算の中で効率的な維持管理を行う

ことができます。更に仕様のアップグレードによる耐久性の向上、予防保全的な維

持管理による修繕周期の延長などによって、長寿命化が図られ総体的なコスト縮減

につながっていくことになります。 

 

快適な環境維持のために、計画的な修繕を行うことを指します。各項目の耐用年

数（目安）を下記に示します。 

７-５．予防保全 




